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計画相談支援・障害児相談支援に係る新規加算に係る取扱いについて 
 

 

１ 特定事業所加算の取扱いについて 

⑴ 趣旨 

特定事業所加算制度は、支援困難ケースへの積極的な対応を行うほか、

専門性の高い人材を確保し、質の高いマネジメントを実施している事業所

を評価し、地域全体のマネジメントの質の向上に資することを目的とする。 

 

⑵ 対象事業所要件 

・ 公正中立性を確保し、サービス提供主体からも実質的に独立した事業

所であること。 

・ 常勤かつ専従の相談支援専門員が３名以上配置され、どのような支援

困難ケースでも適切に処理できる体制が整備されていること。 

 

⑶ 加算要件 
 

関係告示 
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援
するための法律に基づく指定計画相談支援に要
する費用の額の算定に関する基準に基づき厚生
労働大臣が定める基準（平成 27年３月 27日厚
生労働省告示第180号） 
 

 
留意事項通知 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援
するための法律に基づく指定障害福祉サービス
等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用
の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上
の留意事項について（平成 18年 10月 31日障
発第1031001号）平成27年３月31日改正 

次に掲げる基準のいずれにも適合するこ

と。 

イ 専ら指定計画相談支援（障害者の日常

生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（平成十七年法律第百二十三

号。以下「法」という。）第五十一条の

十七第二項に規定する指定計画相談支援

をいう。）の提供に当たる常勤の相談支

援専門員（障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律に基づ

く指定計画相談支援の事業の人員及び運

営に関する基準（平成二十四年厚生労働

省令第二十八号。以下「指定基準」とい

う。）第三条に規定する相談支援専門員

をいう。ニにおいて同じ。）を三名以上

配置し、かつ、そのうち一名以上が相談

各要件の取扱いについては、次に定める

ところによること。 

① イ関係 

当該加算を算定する事業所において

は、少なくとも常勤かつ専従の相談支援

専門員を３名以上配置し、そのうち１名

以上が相談支援従事者現任研修を修了し

ていること。なお、２名（相談支援従事

者現任研修を修了した相談支援専門員１

名以上含む。）を除いた相談支援専門員

については、当該指定特定相談支援事業

所の業務に支障がない場合は、同一敷地

内にある他の事業所の職務を兼務しても

差し支えないものとする。 

また、同一敷地内にある事業所が指定

障害児相談支援事業所又は指定一般相談
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支援従事者現任研修（指定計画相談支援

の提供に当たる者として厚生労働大臣が

定めるもの（平成二十四年厚生労働省告

示第二百二十七号）第二号に規定する相

談支援従事者現任研修をいう。ニにおい

て同じ。）を修了していること。 

ロ 利用者に関する情報又はサービス提供

に当たっての留意事項に係る伝達等を目

的とした会議を定期的に開催すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ 二十四時間連絡体制を確保し、かつ、

必要に応じて利用者等の相談に対応する

体制を確保していること。 

 

 

 

支援事業所の場合については、当該相談

支援専門員に限らず、職務を兼務しても

差し支えない。 

 

 

 

② ロ関係 

「利用者に関する情報又はサービス提

供に当たっての留意事項に係る伝達等を

目的とした会議」は、次の要件を満たす

ものでなければならないこと。 

（一） 議題については、少なくとも次

のような議事を含めること。 

ア 現に抱える処遇困難ケースに

ついての具体的な処遇方針 

イ 過去に取り扱ったケースにつ

いての問題点及びその改善方策 

ウ 地域における事業者や活用で

きる社会資源の状況 

エ 保健医療及び福祉に関する諸

制度 

オ アセスメント及びサービス等利

用計画の作成に関する技術 

カ 利用者からの苦情があった場合

は、その内容及び改善方針 

キ その他必要な事項 

（二） 議事については、記録を作成

し、５年間保存しなければならないこ

と。 

（三） 「定期的」とは、概ね週１回

以上であること。 

③ ハ関係 

24 時間連絡可能な体制とは、常

時、担当者が携帯電話等により連絡

を取ることができ、必要に応じて相

談に応じることが可能な体制をとる

必要があることをいうものであり、
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ニ 指定特定相談支援事業所（指定基準第

三条に規定する指定特定相談支援事業所

をいう。）の新規に採用した全ての相談

支援専門員に対し、イに規定する相談支

援従事者現任研修を修了した相談支援専

門員の同行による研修を実施しているこ

と。 

ホ 基幹相談支援センター（法第七十七条

の二第一項に規定する基幹相談支援セン

ターをいう。ヘにおいて同じ。）等から

支援が困難な事例を紹介された場合にお

いても、当該支援が困難な事例に係る者

に指定計画相談支援を提供しているこ

と。 

ヘ 基幹相談支援センター等が実施する事

例検討会等に参加していること。 

当該事業所の相談支援専門員が輪番

制による対応等も可能であること。 

④ ニ関係 

相談支援従事者現任研修を修了し

た相談支援専門員の同行による研修

については、相談支援従事者現任研

修を修了した相談支援専門員が、新

規に採用した従業者に対し、適切な

指導を行うものとする。 

⑤ ホ関係 

特定事業所加算算定事業所につい

ては、自ら積極的に支援困難ケース

を受け入れるものでなければなら

ず、また、そのため、常に基幹相談

支援センター、委託相談支援事業所

又は協議会との連携を図らなければ

ならないこと。 

※障害児相談支援 

○関係告示 

   児童福祉法に基づく指定障害児相談支援に要する費用の額の算定に関する基準に基

づき厚生労働大臣が定める基準（平成27年３月27日厚生労働省告示第181号） 

○留意事項通知 

   児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の額の算定に

関する基準等の制定に伴う実施上の留意事項について（平成24年３月 30日障発0330

第16号）平成27年３月31日改正 

 

２ 加算届出書等の取扱いについて 

⑴ 加算届出書の受付期間 

受付は加算の算定を開始したい月の前月 15日まで（閉庁日の場合は前開 

庁日まで） ※ただし、平成27年度当初は特例により４月30日まで 

 

 ⑵ 加算算定開始前の提出書類 

  ○介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書【別紙１】 

  ○介護給付費等の算定に係る体制等状況一覧表【別紙２】 

 ○特定事業所加算に係る届出書（相談支援事業所）【別紙３】 

  ○添付書類例 

   ・相談支援専門員の初任者研修の修了証 
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・相談支援専門員の現任研修の修了証 

   ・定期的な会議の開催計画書 

   ・24時間常時連絡できる体制に関する書類 

   ・新規採用相談支援専門員への同行による研修の実施計画 

 

 ⑶ 加算算定開始後の記録の提出 

本加算を取得した特定相談支援事業所は、毎月末までに基準の遵守状況

に関する所定の記録【別紙４】を作成し、５年間保存するとともに、市町村

長等から求めがあった場合は提出 

 

３ 加算情報のシステムへの登録について 

 ⑴ システムへの登録方法 

   【別紙５－１～２】を参照 

 

⑵ システムへの登録期限 

 ① 平成27年４月１日算定開始分 

    ４月27日(月)から５月14日(木)までに登録 

    ※ただし、エラー回避のため早期の入力に御協力ください 

 ② 上記①以降算定開始分 

    算定開始月の15日までに登録 

 

 

平成27 年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ 

（平成27年３月31日）～抜粋～ 

 

（特定事業所加算①） 

問53 特定事業所加算の算定要件にある常勤の相談支援専門員の考え方如

何。 

（答） 

○ 「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく

指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準につい

て」（平成18 年12 月6 日 障発1206001）第二の２の⑶の規定（※）に準じ

た取扱いとする。 

※「常勤」 

指定障害福祉サービス事業所等における勤務時間が、当該指定障害福祉サ

ービス事業所等において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間数

（１週間に勤務すべき時間数が32時間を下回る場合は32時間を基本とす
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る。）に達していることをいうものである。 

当該指定障害福祉サービス事業所等に併設される事業所の職務であって、

当該指定障害福祉サービス事業所等の職務と同時並行的に行われることが差

し支えないと考えられるものについては、それぞれに係る勤務時間の合計が

常勤の従業者が勤務すべき時間に達していれば、常勤の要件を満たすもので

あることとする。 

例えば、一の指定障害福祉サービス事業者によって行われる指定生活介護

事業所と指定就労継続支援Ｂ型事業所が併設されている場合、当該指定生活

介護事業所の管理者と当該指定就労継続支援Ｂ型事業所の管理者とを兼務し

ている者は、これらの勤務時間の合計が所定の時間に達していれば、常勤要

件を満たすこととなる。 

 

（特定事業所加算②） 

問54 相談支援給付費の特定事業所加算を取得した事業所は、毎月、「所定

の記録」を策定しなければならないこととされているが、その様式は示さ

れるのか。 

（答） 

○ 次の標準様式に従い、毎月作成し、５年間保存しなければならない。 

 

（特定事業所加算③） 

問55 特定事業所加算における相談支援従事者現任研修を修了した相談支援

専門員の具体的な取扱いについて示されたい。 

 

（答） 

○ 相談支援従事者現任研修を修了した相談支援専門員の取扱いについては、

各月の前月の末日時点で研修を修了している者とし、修了証の写しにより受講

の事実を確認するものとする。 

 

（特定事業所加算④） 

問56 特定事業所加算の要件にある基幹相談支援センター等とは基幹相談支

援センター以外に何が想定されるのか。 

（答） 

○ （自立支援）協議会や委託相談支援事業所を想定している。なお、当該月

に支援困難ケースの紹介実績がない場合でも、加算の算定は可能である。 
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-139-

26677351
スタンプ



別紙１

殿

届出者 所 在 地

（法人）事業者名

代表者名 印

名称

主たる事務所
の所在地

（郵便番号　　　－　　　　　）

代表者の職・氏名

連絡先

職名

介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書

【平成27年４月適用版】

平成  　年  　月　　日

届
出
者(

法
人
）

電話番号 ＦＡＸ番号

フリガナ

　このことについて、関係書類を添えて以下のとおり届け出ます。

氏名

無 ・ 有 （ 多機能型の他のサービス種類： ）

年 月 日

年 月 日

年 月 日

事業所番号

変
更
の
概
要

変更前 変更後

平成

終了年月日 平成

管理者氏名 氏名

連絡先

主たる事業所・
施設の所在地

サービス種類

ＦＡＸ番号電話番号

多機能型の有無

事業所名

変更年月日
[加算算定適用年月日]

指定年月日 平成

事
業
所
・
施
設
の
状
況

（郵便番号　　　　－　　　　）

　　　県　　　　郡市　　

注　届出書類はサービス種類ごとに提出してください。



別
紙
２

相 談 支 援 注
　
 
  
網
掛
け
は
、
変
更
・
追
加
さ
れ
た
項
目
で
す
。

※
１

※
２
「
人
員
配
置
区
分
」
欄
に
は
、
報
酬
算
定
上
の
区
分
を
設
定
す
る
。

※
３
「
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
区
分
」
欄
は
、
福
祉
・
介
護
職
員
処
遇
改
善
加
算
対
象
が
「
２
．
あ
り
」
で
設
定
さ
れ
て
い
た
場
合
に
設
定
す
る
。

※
４

※
５

※
６

※
７

※
８

※
９

介
護
給
付
費
等
の
算
定
に
係
る
体
制
等
状
況
一
覧
表

提
供
サ
ー
ビ
ス

定
員
数

定
員
規
模

多
機
能
型
等

　
　
定
員
区
分
（
※
1
）

人
員
配
置
区
分

（
※
2
）

そ
の
他
該
当
す
る
体
制
等

適
用
開
始
日

各
サ
ー
ビ
ス
共
通

地
域
区
分

　
　
１
．
一
級
地
　
２
．
二
級
地
　
３
．
三
級
地
　
４
．
四
級
地
　
５
．
五
級
地

　
　
６
．
六
級
地
　
２
０
．
そ
の
他

相
談
支
援
特
定
事
業
所

主
た
る
事
業
所
施
設
区
分
」
欄
に
は
、
福
祉
・
介
護
職
員
処
遇
改
善
加
算
対
象
、
ま
た
は
福
祉
・
介
護
職
員
処
遇
改
善
特
別
加
算
対
象
が
「
２
．
あ
り
」
で
あ
り
、
共
同
生
活
援
助
事
業
所
に
て
短
期
入
所
を
実
施
す
る
場
合
、

「
1
:介
護
サ
ー
ビ
ス
包
括
型
」
、
ま
た
は
「
2
:外
部
サ
ー
ビ
ス
利
用
型
」
を
設
定
す
る
。

「
大
規
模
住
居
」
欄
の
「
４
．
定
員
2
1
人
以
上
（
一
体
的
な
運
営
が
行
わ
れ
て
い
る
場
合
）
」
は
、
施
設
区
分
が
「
介
護
サ
ー
ビ
ス
包
括
型
」
の
場
合
に
限
る
。

「
重
度
障
害
者
支
援
職
員
配
置
」
欄
は
、
施
設
区
分
が
「
介
護
サ
ー
ビ
ス
包
括
型
」
の
場
合
に
設
定
す
る
。

　
１
．
な
し
　
　
２
．
あ
り

「
多
機
能
型
等
定
員
区
分
」
欄
に
は
、
多
機
能
型
事
業
所
又
は
複
数
の
単
位
で
サ
ー
ビ
ス
提
供
し
て
い
る
事
業
所
に
お
い
て
、
一
体
的
な
管
理
に
よ
る
定
員
と
当
該
サ
ー
ビ
ス
種
類
ま
た
は
単
位
に
お
け
る
定
員
が
異
な
る
場
合

に
設
定
す
る
。

 1
8
歳
以
上
の
障
害
児
施
設
入
所
者
へ
の
対
応
と
し
て
、
児
童
福
祉
法
に
基
づ
く
指
定
基
準
を
満
た
す
こ
と
を
も
っ
て
、
障
害
者
総
合
支
援
法
に
基
づ
く
指
定
基
準
を
満
た
し
て
い
る
も
の
と
み
な
す
特
例
措
置
の
対
象
を
設
定

す
る
。

「
開
所
時
間
減
算
区
分
」
欄
は
、
開
所
時
間
減
算
が
「
２
．
あ
り
」
の
場
合
に
設
定
す
る
。

「
主
た
る
事
業
所
サ
ー
ビ
ス
種
類
１
」
欄
に
は
、
福
祉
・
介
護
職
員
処
遇
改
善
加
算
対
象
、
ま
た
は
福
祉
・
介
護
職
員
処
遇
改
善
特
別
加
算
対
象
が
「
２
．
あ
り
」
で
あ
り
、
障
害
者
支
援
施
設
に
お
け
る
日
中
活
動
系
サ
ー
ビ
ス

の
場
合
「
3
2
:施
設
入
所
支
援
」
を
設
定
す
る
。
短
期
入
所
に
つ
い
て
は
指
定
共
同
生
活
援
助
事
業
所
（
外
部
サ
ー
ビ
ス
利
用
型
指
定
共
同
生
活
援
助
を
含
む
）
に
お
い
て
行
っ
た
場
合
は
「
3
3
：共
同
生
活
援
助
」
、
指
定
宿
泊

型
自
立
訓
練
事
業
所
に
お
い
て
行
っ
た
場
合
は
「
3
4
：
宿
泊
型
自
立
訓
練
」
、
単
独
型
事
業
所
に
お
い
て
行
っ
た
場
合
は
「
2
2
：生
活
介
護
」
を
設
定
す
る
。

計
画
相
談
支
援

相 談 支 援 ※
１
　
 
  
 
 
 
  
 
 
 
  
 
　
　
　
　

※
２
 
 
 
  
 
 
 
  
 
 
 
　
　
　
　

「
定
員
規
模
」
欄
に
は
、
定
員
数
を
記
入
す
る
こ
と
。
 
  
 
 
 
  
 
 
 
 　
　
　
　

※
３

※
４

※
５

※
６

障
害
児
通
所
・
入
所
給
付
費
の
算
定
に
係
る
体
制
等
状
況
一
覧
表

提
供
サ
ー
ビ
ス

特
例
に
よ
る
指
定

の
有
無

（
※
1）

定
員
規
模

（
※
2）

施
設
等
区
分

主
た
る
障
害
種
別

そ
の
他
該
当
す
る
体
制
等

適
用
開
始
日

各
サ
ー
ビ
ス
共
通

地
域
区
分

　
11
．
一
級
地
　
　
12
．
二
級
地
　
　
1
3．
三
級
地
　
　
1
4．
四
級
地
　
　
15
．
五
級
地

 
 1
6
．
六
級
地
　
　
17
．
七
級
地
　
　
1
8．
八
級
地
　
　
1
9．
九
級
地
　
　
20
．
十
級
地

　
21
．
十
一
級
地
　
22
．
十
二
級
地
　
2
3．
そ
の
他
　
　
2
4．
十
三
級
地
　
25
．
十
四
級
地

「
開
所
時
間
減
算
区
分
」
欄
は
、
開
所
時
間
減
算
が
「
２
．
あ
り
」
の
場
合
に
設
定
す
る
。
 
  
 
 
 
  
 
 
　
　
　
　

障
害
児
相
談
支
援

相
談
支
援
特
定
事
業
所

　
栄
養
士
配
置
加
算
（
Ⅰ
）
に
つ
い
は
「
３
：
常
勤
栄
養
士
ま
た
は
４
：
常
勤
管
理
栄
養
士
」
を
選
択
す
る
。

 
 
栄
養
士
配
置
加
算
（
Ⅱ
）
に
つ
い
て
は
「
２
：
そ
の
他
栄
養
士
」
を
選
択
す
る
。

　
栄
養
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
加
算
に
つ
い
て
は
「
４
：
常
勤
管
理
栄
養
士
」
を
選
択
す
る
。

「
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
区
分
」
欄
は
、
福
祉
・
介
護
職
員
処
遇
改
善
加
算
対
象
が
「
２
．
あ
り
」
で
設
定
さ
れ
て
い
た
場
合
に
設
定
す
る
。

「
重
度
知
的
障
害
児
収
容
棟
」
及
び
「
肢
体
不
自
由
児
施
設
重
度
病
棟
」
は
、
「
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
施
設
基
準
」
の
要
件
を
満
た
す
こ
と
。

１
．
な
し
　
　
２
．
あ
り

 
1
8
歳
以
上
の
障
害
児
施
設
入
所
者
へ
の
対
応
と
し
て
、
児
童
福
祉
法
に
基
づ
く
指
定
基
準
を
満
た
す
こ
と
を
も
っ
て
、
障
害
者
総
合
支
援
法
に
基
づ
く
指
定
基
準
を
満
た
し
て
い
る
も
の
と
み
な
す
特
例
措
置
の
有
無
を
設
定
す

る
。

相 談 支 援 注
　
 
  
網
掛
け
は
、
変
更
・
追
加
さ
れ
た
項
目
で
す
。

※
１

※
２
「
人
員
配
置
区
分
」
欄
に
は
、
報
酬
算
定
上
の
区
分
を
設
定
す
る
。

※
３
「
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
区
分
」
欄
は
、
福
祉
・
介
護
職
員
処
遇
改
善
加
算
対
象
が
「
２
．
あ
り
」
で
設
定
さ
れ
て
い
た
場
合
に
設
定
す
る
。

※
４

※
５

※
６

※
７

※
８

※
９

介
護
給
付
費
等
の
算
定
に
係
る
体
制
等
状
況
一
覧
表

提
供
サ
ー
ビ
ス

定
員
数

定
員
規
模

多
機
能
型
等

　
　
定
員
区
分
（
※
1
）

人
員
配
置
区
分

（
※
2
）

そ
の
他
該
当
す
る
体
制
等

適
用
開
始
日

各
サ
ー
ビ
ス
共
通

地
域
区
分

　
　
１
．
一
級
地
　
２
．
二
級
地
　
３
．
三
級
地
　
４
．
四
級
地
　
５
．
五
級
地

　
　
６
．
六
級
地
　
２
０
．
そ
の
他

相
談
支
援
特
定
事
業
所

主
た
る
事
業
所
施
設
区
分
」
欄
に
は
、
福
祉
・
介
護
職
員
処
遇
改
善
加
算
対
象
、
ま
た
は
福
祉
・
介
護
職
員
処
遇
改
善
特
別
加
算
対
象
が
「
２
．
あ
り
」
で
あ
り
、
共
同
生
活
援
助
事
業
所
に
て
短
期
入
所
を
実
施
す
る
場
合
、

「
1
:介
護
サ
ー
ビ
ス
包
括
型
」
、
ま
た
は
「
2
:外
部
サ
ー
ビ
ス
利
用
型
」
を
設
定
す
る
。

「
大
規
模
住
居
」
欄
の
「
４
．
定
員
2
1
人
以
上
（
一
体
的
な
運
営
が
行
わ
れ
て
い
る
場
合
）
」
は
、
施
設
区
分
が
「
介
護
サ
ー
ビ
ス
包
括
型
」
の
場
合
に
限
る
。

「
重
度
障
害
者
支
援
職
員
配
置
」
欄
は
、
施
設
区
分
が
「
介
護
サ
ー
ビ
ス
包
括
型
」
の
場
合
に
設
定
す
る
。

　
１
．
な
し
　
　
２
．
あ
り

「
多
機
能
型
等
定
員
区
分
」
欄
に
は
、
多
機
能
型
事
業
所
又
は
複
数
の
単
位
で
サ
ー
ビ
ス
提
供
し
て
い
る
事
業
所
に
お
い
て
、
一
体
的
な
管
理
に
よ
る
定
員
と
当
該
サ
ー
ビ
ス
種
類
ま
た
は
単
位
に
お
け
る
定
員
が
異
な
る
場
合

に
設
定
す
る
。

 1
8
歳
以
上
の
障
害
児
施
設
入
所
者
へ
の
対
応
と
し
て
、
児
童
福
祉
法
に
基
づ
く
指
定
基
準
を
満
た
す
こ
と
を
も
っ
て
、
障
害
者
総
合
支
援
法
に
基
づ
く
指
定
基
準
を
満
た
し
て
い
る
も
の
と
み
な
す
特
例
措
置
の
対
象
を
設
定

す
る
。

「
開
所
時
間
減
算
区
分
」
欄
は
、
開
所
時
間
減
算
が
「
２
．
あ
り
」
の
場
合
に
設
定
す
る
。

「
主
た
る
事
業
所
サ
ー
ビ
ス
種
類
１
」
欄
に
は
、
福
祉
・
介
護
職
員
処
遇
改
善
加
算
対
象
、
ま
た
は
福
祉
・
介
護
職
員
処
遇
改
善
特
別
加
算
対
象
が
「
２
．
あ
り
」
で
あ
り
、
障
害
者
支
援
施
設
に
お
け
る
日
中
活
動
系
サ
ー
ビ
ス

の
場
合
「
3
2
:施
設
入
所
支
援
」
を
設
定
す
る
。
短
期
入
所
に
つ
い
て
は
指
定
共
同
生
活
援
助
事
業
所
（
外
部
サ
ー
ビ
ス
利
用
型
指
定
共
同
生
活
援
助
を
含
む
）
に
お
い
て
行
っ
た
場
合
は
「
3
3
：共
同
生
活
援
助
」
、
指
定
宿
泊

型
自
立
訓
練
事
業
所
に
お
い
て
行
っ
た
場
合
は
「
3
4
：
宿
泊
型
自
立
訓
練
」
、
単
独
型
事
業
所
に
お
い
て
行
っ
た
場
合
は
「
2
2
：生
活
介
護
」
を
設
定
す
る
。

計
画
相
談
支
援

相 談 支 援 ※
１
　
 
  
 
 
 
  
 
 
 
  
 
　
　
　
　

※
２
 
 
 
  
 
 
 
  
 
 
 
　
　
　
　

「
定
員
規
模
」
欄
に
は
、
定
員
数
を
記
入
す
る
こ
と
。
 
  
 
 
 
  
 
 
 
 　
　
　
　

※
３

※
４

※
５

※
６

障
害
児
通
所
・
入
所
給
付
費
の
算
定
に
係
る
体
制
等
状
況
一
覧
表

提
供
サ
ー
ビ
ス

特
例
に
よ
る
指
定

の
有
無

（
※
1）

定
員
規
模

（
※
2）

施
設
等
区
分

主
た
る
障
害
種
別

そ
の
他
該
当
す
る
体
制
等

適
用
開
始
日

各
サ
ー
ビ
ス
共
通

地
域
区
分

　
11
．
一
級
地
　
　
12
．
二
級
地
　
　
1
3．
三
級
地
　
　
1
4．
四
級
地
　
　
15
．
五
級
地

 
 1
6
．
六
級
地
　
　
17
．
七
級
地
　
　
1
8．
八
級
地
　
　
1
9．
九
級
地
　
　
20
．
十
級
地

　
21
．
十
一
級
地
　
22
．
十
二
級
地
　
2
3．
そ
の
他
　
　
2
4．
十
三
級
地
　
25
．
十
四
級
地

「
開
所
時
間
減
算
区
分
」
欄
は
、
開
所
時
間
減
算
が
「
２
．
あ
り
」
の
場
合
に
設
定
す
る
。
 
  
 
 
 
  
 
 
　
　
　
　

障
害
児
相
談
支
援

相
談
支
援
特
定
事
業
所

　
栄
養
士
配
置
加
算
（
Ⅰ
）
に
つ
い
は
「
３
：
常
勤
栄
養
士
ま
た
は
４
：
常
勤
管
理
栄
養
士
」
を
選
択
す
る
。

 
 
栄
養
士
配
置
加
算
（
Ⅱ
）
に
つ
い
て
は
「
２
：
そ
の
他
栄
養
士
」
を
選
択
す
る
。

　
栄
養
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
加
算
に
つ
い
て
は
「
４
：
常
勤
管
理
栄
養
士
」
を
選
択
す
る
。

「
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
区
分
」
欄
は
、
福
祉
・
介
護
職
員
処
遇
改
善
加
算
対
象
が
「
２
．
あ
り
」
で
設
定
さ
れ
て
い
た
場
合
に
設
定
す
る
。

「
重
度
知
的
障
害
児
収
容
棟
」
及
び
「
肢
体
不
自
由
児
施
設
重
度
病
棟
」
は
、
「
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
施
設
基
準
」
の
要
件
を
満
た
す
こ
と
。

１
．
な
し
　
　
２
．
あ
り

 
1
8
歳
以
上
の
障
害
児
施
設
入
所
者
へ
の
対
応
と
し
て
、
児
童
福
祉
法
に
基
づ
く
指
定
基
準
を
満
た
す
こ
と
を
も
っ
て
、
障
害
者
総
合
支
援
法
に
基
づ
く
指
定
基
準
を
満
た
し
て
い
る
も
の
と
み
な
す
特
例
措
置
の
有
無
を
設
定
す

る
。



別紙３

（別紙）

①　常勤かつ専任の相談支援専門員を配置している。

　　相談支援専門員の配置状況

　常勤専従 人 　常勤兼務 人

　常勤専従 人 　常勤兼務 人

※　常勤専従者の兼務については、業務に支障のない範囲とする。

②　利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係る伝達等を

　目的とした会議を定期的に開催している。

③　24時間常時連絡できる体制を整備している。

④　当該指定特定相談支援事業所の新規に採用した全ての相談支援専門員に対し、

　現任研修を修了した相談支援専門員の同行による研修を実施している。

⑤　基幹相談支援センター等からの支援困難ケースが紹介された場合に、当該

　ケースを受託する体制を整備している。

⑥　基幹相談支援センター等が実施する事例検討会等に参加している。

※　各要件を満たす場合については、それぞれ根拠となる（要件を満たすことがわかる）書類も

　提出してください。

※　当該届出様式は標準様式とする。

平成 　　年 　　月 　　日

特定事業所加算に係る届出書（相談支援事業所）

事　  業 　 所　  名

異　動　等　区　分 　1　新規　　　2　継続　　　3　変更　　　4　終了

有 ・ 無

有 ・ 無

有 ・ 無

有 ・ 無

相談支援専門員

上記のうち現任研修修了者

有 ・ 無

有 ・ 無



別紙４

平成　　　　年　　　　月サービス提供分

１　相談支援専門員（常勤・専従）の状況

　　相談支援専門員（現任研修修了者）の状況

２　定期的な会議の開催

３　２４時間連絡体制の確保

４　研修の実施

※　「有」の場合には、研修の実施計画及び実施状況を示した書面を添付すること。

５　基幹相談支援センター等との連携について

計画相談支援・障害児相談支援における特定事業所加算に係る基準の遵守状況に関する記録
（保存用）〔標準様式〕

区　　分 １　新規　　　　２　継続　　　　３　廃止

相談支援
専門員数

人
内
訳

常勤

専従　　　　　　　人

非常勤

専従　　　　　人

兼務　　　　　　　人 兼務　　　　　人

※　相談支援従事者初任者研修の修了証を添付すること。

相談支援専門員氏名

※　相談支援従事者現任研修の修了証を添付すること。

　利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係る
伝達等を目的とした会議を概ね週１回以上開催している。
　※「有」の場合には、開催記録を添付すること。

有 　　　・　　　 無

開催日 ①　　　　　日 ②　　　　　日 ③　　　　　日 ④　　　　　日 ⑤　　　　　日

　２４時間常時連絡できる体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者等
の相談に対応する体制を確保している。

有 　　　・　　　 無

具体的な方法

（基幹相談支援センター等が開催する事例検討会等がある場合）
当該事例検討会等に参加した。

有 　　　・　　　 無

　参加年月日：
　主催団体名：

※　「有」の場合には、具体的な体制を示した書類の添付でも可とする。

　当該相談支援事業所の新規に採用した全ての相談支援専門員に対
し、現任研修を修了した相談支援専門員の同行による研修を実施して
いる。

有 　　　・　　　 無

（基幹相談支援センター等から支援が困難な利用者の紹介があった
場合）当該利用者に計画相談支援（障害児相談支援）の提供を開始
した。

有　　　・　　　無

（開始件数　：　　　　　　　件）



別紙５-１

付表１　指定特定相談支援事業所及び障害児相談支援支援事業所の指定に係る記載事項

←郵便番号を半角数字７桁で入力してください

←郵便番号を半角数字７桁で入力してください

←郵便番号を半角数字７桁で入力してください

従

ﾌﾘｶﾞﾅ

相談支援専門員 その他の者

相
談
支
援
専
門
員

住　　所

〒

氏　　名

住　　所

管
理
者

ﾌﾘｶﾞﾅ

2

氏　　名

当該事業所における相談支援専門員との兼務の有無

名　　称

所在地

連 絡 先

事業所等の名称

兼務する職種

事業の種類同一敷地内の他の事業所又は施設の
従業者との兼務（兼務の場合記入）

ＦＡＸ番号

〒

当該事業の実施について定めてある定款・寄付行為等又は条例等

事
業
所

ﾌﾘｶﾞﾅ

〒

※受付番号

電話番号

他の事業所又は施設の

勤務時間

　有 　無

（備考）

１．「※」のついた欄には、記載しないでください。

２． 事業所の名称・所在地については、様式第１号から転記されます。

３．「主な掲示事項」欄には、その内容を簡潔に記載してください。

医療機関や行政との連携体制

計画的な研修又は当該事業所における事例の検討等を行う体制

主たる対象としていない者への対応体制
総
合
的
な
相
談
支
援
の
実

施
体
制
の
具
体
的
な
方
法

主
な
掲
示
事
項

備考

日曜 ～ 祝日 ～

土曜 ～

営業日

～

従
業
者
の
職
種

・
員
数

常勤換算後の人数

※基準上の必要人数

従業者数
常勤

非常勤

(単位：人） 専従 専従 兼務

その他費用

兼務

平日
営業時間

通常の事業
の実施地域

相談支援特定事業所加算 2

主たる対象者

2

他の事業所又は施設の
従業者との兼務

ここに追加されました

　月 　火 　水 　木 　金 　土 　日

特定なし 知的障害者 障害児 精神障害者身体障害者

　有 　無

　有 　無
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ペ
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者
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年
 
 
4
月
 
1
1
日

4

事
業
者
情
報
登
録

機
能
名

指
定
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害
福
祉
障
害
児
施
設
申
請

プ
ロ
セ
ス
名

付
表
１

画
面
Ｉ
Ｄ

JC
D
8
0
1
2
0

画
面
名

付
表
１
P
ag
e
2

こ
こ
に
追
加
さ
れ
ま
し
た

様
式
番
号
：
支
援
費
0
1
0
0

3
-
5
9
-

1




